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XI　逆差別と Affirmative Action

１　マジョリティに対する負担
AA の反対者は AA を「逆差別」269 だと批判し 270、それは AA の憲法適合性

をめぐる主たる論点である 271。「逆差別」論争に解決の兆候はなく 272、AA の支
持者と批判者の間では 273、AA が逆差別か否かが争われてきた 274。

AA は人種の考慮によって対象者（マイノリティ）に社会的資源を与え 275、
マジョリティ（白人）に社会的資源を喪失させ 276、あるいはその獲得のハー
ドルを高め 277、逆差別だと批判される 278。

AA はマジョリティに対して利用可能な機会を縮減し 279、獲得を望む社会
的資源を手に入れづらくするのであり 280、人種差別だとされる 281。「逆差別」
という批判は、AA によってマジョリティは負担だけを被り 282、得るところ
がないという考えから生じる 283。

２　社会経済的地位の低いマジョリティの負担
AA にはマジョリティへの不利益が付随し 284、AA によってマジョリティ

はいかりを抱き 285、行き過ぎたAAは逆差別になると批判される 286。逆差別は
マジョリティの不満を募らせ 287、マイノリティへのさらなる差別を生じさせ
るとされる 288。

だが、AA が実施されても、マジョリティは多くの社会的資源を獲得し 289、
AA によってマジョリティが喪失する社会的資源はそれほど多くはない 290。
AA によってマジョリティは傷つけられておらず 291、多くの指導的な地位を
占め続ける 292。

AA によって社会的資源を喪失するのは、マジョリティの中でも際にある
者であり 293、それらの者の多くはマジョリティの中でも社会経済的地位の低
いグループであることが古くから指摘されている 294。他方、AA の直接の受
益者の多くが社会経済的に優位な状況にあり、資質形成に不利な環境にな
く 295、そのことが AA が逆差別であるとの批判を高めたとされる 296。AA は社
会経済的に低い地位に不満を抱えているマジョリティ（白人）に無関心であ
るため、逆差別の批判がなされたと指摘される 297。
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３　カラーブラインドの理論との関係
従来、人種区分の使用によってマイノリティに様々な機会が制限され、マ

イノリティの社会経済的地位が低く抑えられた結果として、マジョリティが
社会的資源を獲得したと理解される 298。AA は従来の人種区分の使用とは逆
の形式（人種を理由にマイノリティに社会的資源を付与し、マジョリティに
対してその獲得のハードルを高める）をとる。故に、合衆国ではカラーブラ
インド（社会的資源を獲得する競争において人種を考慮しない）な社会の達
成が目指されたのであり（Ⅸ１）、AA の批判者はカラーブラインドの理論
の下では AA を含めてあらゆる人種区分が有害で違憲だと考え 299、人種区分
による社会的資源の付与によってどのグループが負担を負うにしても、利益
を得るとしても、それは道徳的に不当であり 300、平等と公正の原理に反する
と批判される 301。逆差別という批判には人種を理由とした権利の優劣がある
べきではなく 302、個人として権利を保護すべきであり 303、AA によってマジョ
リティ（白人）が被る害悪と差別的な法によって（黒人などの）マイノリテ
ィが被ってきた害悪を同一視する 304。歴史的に人種区分はマイノリティへの
抑圧的手段として用いられてきたため、良性の目的が掲げられていても、人
種区分は使用すべきではなく、AA は差別であるという考えが生じる 305。

４　個人としての評価
「逆差別」の批判は人種を理由に個人に対して社会的資源の獲得のハード

ルを高めることが憲法上禁止され 306、社会的資源の獲得の競争で人種ではな
く個人として評価されるべきとの考えに基づく 307。社会的資源の獲得の競争
で、個人の資格ではなく人種によって評価されるときに 308、逆差別の批判が
生じる 309。

AA に肯定的な見解では、人種主義が浸透している場合には、社会的資源
の獲得の競争でマイノリティは資格を公正に評価されず 310、マイノリティの
社会経済的地位の向上が妨げられ 311、結果として、社会的資源の獲得の競争
で、マジョリティはマイノリティと比べて優位な状況にある 312。AA を否定
する議論では、白人（マジョリティ）がマイノリティへの抑圧によって社会
的資源を獲得し続けても、人種が考慮されてなければ問題ないと考えてい
る 313。AA を支持する見解では、偏見をなくし、マイノリティが個人として
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評価されるために AA が必要だと認識される 314。

５　人種主義の影響
従来の（マイノリティに不利益を及ぼす）人種差別的な法は意識的にマジ

ョリティ（白人）の優位性に基づき、人種区分を用いることで、社会的資源
の獲得に際してマイノリティと比べてマジョリティ（白人）を優位な立場に
置く 315。公民権の実現が目指された時代に、リベラル派は、カラーブライン
ドの理論によって人種区分をなくすことで、（社会的資源の分配の際に人種
による優劣の意識から、マイノリティと比べてマジョリティを優位な状況に
置く）人種主義をなくすことを目指した（Ⅸ１）。

AA は、人種を意識するためカラーブラインドの原理と抵触する（Ⅸ１）。
カラーブランドの原理が一切の人種区分を禁止すると理解すると 316、人種区
分の使用によってどのグループが利益を得るのか（あるいは負担を負うの
か）に関係なく、人種区分は使用できなくなるため、AA は憲法上禁止され
る 317。カラーブラインドの原則は、AA の批判者によって、逆差別の批判を
展開するために用いられた 318。

AA の批判者は、人種を意識しないことで、人種主義がなくなると考え
た 319。しかし、人種主義は無意識のうちに生じ、社会的資源の獲得の競争で
マジョリティは自身では知らないうちに優位な状況にあるとされる 320。人種
の考慮を一切しないことは、マジョリティの特権を強めるとされる 321。マジ
ョリティにとって、社会的資源の獲得での自身の優位な現状は捨てがたく 322、
AA への反対は人種主義によって生じるとされる 323。

人種主義に染まった（無意識のうちに社会的資源を獲得する競争で優位な
状況にあることを認識していない）マジョリティは、マイノリティの社会経
済的苦境は自己責任であり 324、人種主義の結果であるとは考えないとされ
る 325。これに対し AA に肯定的な見解からは、マジョリティがマイノリティ
の苦境を理解しない場合には、政策判断は疑わしく 326、人種差別の歴史を考
えると 327、マイノリティの社会経済的苦境は個人の選択の結果ではないと指
摘される 328。
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６　人種主義の是正の必要性
AA を支持する見解では、合衆国では、社会的資源の獲得に際し、マジョ

リティ（白人）とマイノリティの機会に大きな差があると認識される 329。人
種主義は合衆国に特有の問題であり 330、合衆国は人種主義が根絶された状態
からは程遠いとされる 331。人種主義はすべてのマイノリティの社会経済的地
位に悪影響を及ぼすことから 332、人種主義の根絶はすべてのマイノリティに
有益であり 333。人種主義をなくすために、マイノリティの社会経済的地位の
向上に焦点があてられたとされる 334。

人種主義はそれを作り出す構造を変えることによってのみ 335、なくすこと
ができると認識され 336、AA は人種主義を縮減するため 337、人種主義の克服に
は AA（人種の意識）が必要だと認識される 338。AA はマジョリティである
ことで社会的資源の獲得に優位な状況を疑問視するものであり 339、人種主義
に抵抗する試みから生まれたとされる 340。

AA の支持者は、人種主義を永続化する行為（マイノリティの社会経済的
地位を低くし、マジョリティを利する行為）と AA とは異なるとする 341。そ
の見解によれば、AA による機会の付与の否定は人種的不均衡を放置し、人
種主義を是正しないことから 342、社会的資源の獲得の競争でのマジョリティ
の優位（マイノリティの不利な状況）を永続させる 343。マジョリティ（白人）
とマイノリティの社会経済的格差を是正しないことは、マイノリティが直面
する人種問題を放置するとされる 344。AA を支持する見解には、マジョリテ
ィにはマイノリティが直面している人種主義の問題はなく 345、AA によって
マジョリティが不当に獲得した社会的資源をマイノリティに分配し直すとの
考えがある 346。

７　人種グループの競争と逆差別
（1）マイノリティの政治力

AA の合憲性の問題は、特定のグループがその政治力を行使して不公正に
社会的資源を獲得し、他者を排除しているのか否かにあるとされる 347。一般
的な憲法原理にしたがうと、平等保護条項は、グループの政治力だけに基づ
いて人種によって社会的資源を分配することを禁止すると解釈される 348。AA
の策定権限がそれにより社会的資源を受けるグループにないとき、不利益を
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受けるグループは自ら利益を放棄しており、AA に問題はないとされる 349。
AA に肯定的な論者は、社会的資源の獲得に際し、マイノリティには政治力
がなく敗れ続けると認識されてきた 350。AA を支持する見解では、マジョリ
ティ（判断形成者）がマイノリティに不利益を及ぼす場合、それは敵意に基
づいた排除であり憲法上問題があるが 351、判断形成者（マジョリティ）が
AA によってマイノリティに社会的資源を付与する場合、AA によって社会
的資源を喪失した者（判断形成者であるマジョリティ）は敵意によって排除
されておらず 352、逆差別ではないとされる 353。

これに対し、各グループが優劣のない同等の立場で社会的資源の獲得を求
めて競争しているという理解の下では 354、マジョリティ（白人）は必ずしも
政治的強者ではなく 355、AA による社会的資源の分配によって、（自らの意思
に反して）人種を理由に社会的資源を喪失する可能性がある 356。逆差別の主
張は、従来の人種主義の理解（人種を理由にマイノリティが社会経済的に抑
圧され、社会的資源の獲得の競争でマジョリティ（白人）が利益を得る）を
覆し、逆の枠組（人種を理由にマジョリティが社会的資源の獲得のハードル
を高められ、マイノリティが利益を得る）で人種主義を理解する 357。
（2）自己取引の危険

マジョリティはマイノリティの政治力の希釈に努めたが 358、人口構成の変
化によって、自治体や州のレベルでは、あるマイノリティが政治的多数派を
占める地域が出ている 359。 AAの否定派は 360、自治体の議会でマイノリティが
多数派を占めている場合に自己に対する優先行為を行ったときには、それは
自己取引だと認識し 361、マイノリティが政治力を濫用したと懸念する 362。政治
的に多数を占めるマイノリティは、自らのグループの利益を確保するために
政治的優位性を使用できると認識される 363。

これに対し、AA に肯定的な見解は、自治体のレベルであるマイノリティ
が政治的に多数を占めることはあるが、経済力などを考慮すると、マイノリ
ティの影響力はマジョリティをしのぐものではなく 364、AA は政策形成で多
数を占めるマジョリティが自らに不利益を課してマイノリティの社会経済的
地位を向上させる施策であり、政治的に危険な判断ではなく、逆差別ではな
いと主張する 365。また、マイノリティの自己取引への懸念は、マイノリティ
は社会全体ではなく自身の利益のためだけに動くと想定していると批判され
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る 366。
AA に肯定的な見解では、合衆国議会などの国レベルの組織では、あるマ

イノリティが多数派を形成するのは難しく 367、合衆国議会ではマイノリティ
は多数派を形成できないことから、自己取引の危険はないとされる 368。他方、
AA に否定的な見解では、あるグループが多数を形成していなくとも、政治
力によって判断形成機関を動かすことができるとの見解が見られる 369。国レ
ベルの組織でも AA が策定されており、そのことからマイノリティは政治
的影響力を持つと認識されている 370。この見解では、国のレベルでも AA は
マイノリティの政治力の行使による自己取引の結果であり、AA は逆差別と
なる。
（3）マイノリティ同士の関係

AA の対象者を選抜する判断が政治力のあるマイノリティによって影響を
受けている場合、判断形成者はマイノリティの中でもより政治力の強いマイ
ノリティを AA の対象者とする可能性がある 371。政治プロセスにおいて政治
力のあるグループによってなされた人種に基づく判断は、違憲の疑いが強い
とされ 372。AA の合憲性判断の際に判断形成機関の判断への敬譲がなされる
場合 373、政治力のあるマイノリティが人種に基づいて他者を排斥し、自己に
優位な判断形成をすることが許される危険がある 374。裁判所による綿密な審
査がなされない場合には、政治力のあるマイノリティは対立者に不利益

（AA の対象者から外す）を及ぼすことが許される危険があるとされる 375。合
衆国のマイノリティは多様なグループから構成され、社会経済的に不利な状
況のあるマイノリティの中には AA によって社会的資源の獲得のハードル
が高められるグループもいる（ⅩⅢ３）。合衆国の人種関係はマジョリティ

（白人）とマイノリティの枠組では捉えられなくなっており、AA はマジョ
リティに対して不利益を及ぼすだけでなく（あるいは利益を及ぼす）、マイ
ノリティへの差別として機能する可能性もある（XIII ２、３）。
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Ⅻ　スティグマ（劣等性の烙印）と Affirmative Action

１　スティグマ（劣等性の烙印）への懸念
合衆国では、懸命に努力する個人は成功し 376、人々はその資質と努力で評

価されるべきと考えられてきた 377。合衆国の歴史において、人種は資質の優
劣を表し、人種区分はマイノリティにスティグマをもたらすと考えられた 378。
マイノリティは人種を理由にその資格を低く評価され 379、人種はマイノリテ
ィに様々な社会的資源へのアクセスを否定するために用いられてきたため、
人種が差別的に用いられないために、人種区分を用いるべきだとされる 380。

AA は、人々に対し、マイノリティはそれがなければ社会的資源を獲得で
きず、劣等であるという考えを生じさせるという考えに基づき 381、合衆国最
高裁の中間派や否定派の裁判官は AA が人種的劣等性の概念を助長すると
考えた 382。否定派の裁判官は AA がスティグマを生じさせることを懸念し 383、
AA は一時的にも許されず、事実上、憲法上禁止されると示したと分析され
る 384。

２　Affirmative Action による能力主義の補完
AA の支持者は、AA の禁止は指導的な地位でマイノリティを過少代表に

し 385、AA の禁止は差別の影響を終了させず、永続させると考えた 386。合衆国
最高裁において、AA 支持派の裁判官は、法的な人種分離の終了だけでは事
実上の人種分離が継続し、マイノリティの不利な状況は終わらなかったと認
識する 387。カラーブラインドな法律が人種差別を終わらせず、人種間の不均
衡を是正しない状況にあって、AA 支持派の裁判官はマイノリティの人種的
劣等性を払しょくするために AA が必要だと認識した 388。指導的な地位に占
めるマイノリティの割合が少ないと、マイノリティは能力が低いという偏見
が生じるため 389、人種主義の否定的影響の克服は難しくなる 390。マイノリティ
の社会経済的地位が向上すると 391、マイノリティは劣った存在であるという
偏見が縮減し 392、平等の達成にはマイノリティの十分な参加がなされ 393、過少
代表を是正することが重要だと指摘される 394。AA の支持者は、AA を実施
しないことはマイノリティを不利な状態に置き続け 395、人種主義的 396 だと考
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える 397。
平等保護条項は劣等なグループのメンバーとして個人を取扱うのを禁止し

ているとの解釈に基づくと 398、個人として評価される社会を達成するために、
AA は憲法上許される 399。この見解では、人種ではなく個人によって評価さ
れる社会を達成するために、AA が必要とされる 400。AA を支持する見解は、
AA が個人主義や能力主義に矛盾せず、それを補完すると理解する 401。

３　スティグマ（劣等性の烙印）の害悪の認識
合衆国では、AA の反対者は、最も資格のある者が希少な社会的資源を獲

得すべきであり 402、試験や成績といった既存の基準 403 を絶対視し 404、その基準
で最も高い評価を獲得した者が社会的資源を獲得すべきと考える 405。AA の
直接の受益者は地位の役割を首尾よくこなす資格があるとの主張が学説 406と
判例 407 で主張され、場合によっては反対者もそれが妥当だと認めることもあ
ったが 408、反対者は AA がスティグマを生じさせる危険が高いと認識する 409。
合衆国では、AA の受益者が有資格者であるという主張は、AA がスティグ
マを生じさせる施策ではないことを AA の反対者に説得できていない。AA
の支持者でも、AA はスティグマを生じさせる危険があると認識し 410、AA
が肯定的な結果を作り出していることをいくつかの研究が証明しているとの
前提に基づき 411、AA が平等達成のために必要であり、差別と同義ではない
とし 412、AA により生じる利益はスティグマを上回り、それを縮減するとさ
れる 413。

４　自尊の侵害
AA の反対者によれば、マジョリティが AA の対象者の資格を疑問視し 414、

過小評価するだけでなく 415、対象者は自身の能力を疑問視し 416、自身の力では
成功できないと考え、自尊を害される 417。

対象者の中にも AA がなくとも社会的資源を獲得できる資格を持つ者が
いるが、AA によってグループとして総称的に評価されるため、それらの者
にもスティグマが課される危険がある 418。AA に批判的な見解では、人々が
個人として評価されていればスティグマは生じないとされ、個人として評価
されることに、大きな関心がある 419。
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対象者の自己評価に対する AA の影響について、経験に基づく研究はほ
とんど行われていないとする見解も示されている 420。AA の直接の受益者が
スティグマ（劣等性の烙印）を認識しているのかは疑問であり 421、AA によ
る社会的資源の獲得が自尊を強化し 422、AA がスティグマをもたらすとは考
えられないとも主張される 423。AA の受益者（社会的地位の高い者）は共同
体の活動で指導的役割を果たしており、自己の活動を自負しているため、自
身を劣等視せず、AA のもたらす自尊心や自己評価への否定的影響はその肯
定的影響によって打ち消されるとされる 424。AA による採用者は業務をこな
す資格があるが、民間企業の人事担当者はマイノリティの就業能力を疑って
いるとされる 425。AA がなければ、マイノリティの採用人数は大幅に減少し、
民間企業で指導的な立場に就くマイノリティも減少するため、労働市場での
人種的偏見がさらに強化されるとされる 426。

５　個別の評価
高等教育機関の入学者選抜の AA の合憲性が問題とされた文脈において、

合衆国最高裁は合憲であるためには個別の考慮がなされていなければならな
いと示しており 427、憲法が、大学が志願者を人種あるいはエスニックグルー
プのメンバーとしてではなく個人として評価することを要求すると宣言した
とされる 428。個別の考慮がなされているか否かが、合衆国最高裁による AA
の合憲性判断にとって非常に重要であった 429。AA に肯定的な見解では、個
別の評価を行う AA は能力主義と一致する旨が指摘されてきた 430。また、
AA の支持者は、個別の考慮が AA の直接の受益者が個人の資格を評価され
たことを示すことから、彼らが劣等であるという概念を生じさせないと考え
ていると指摘されている 431。

６　資格の測定基準
合衆国で広く支持されている正義の原理とは、地位と報酬は個人のメリッ

トにしたがって分配されるべきというものであり、メリットの原理は、社会
的資源は最も資格のある者に分配されるべきと示す 432。メリットによる選抜
の理由づけの重要な部分は、地位の役割を最も首尾よくこなす者が選ばれる
価値があるというものである 433。平等な機会とは、人々は、その資格に基づ
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いて望ましい社会的資源を獲得することを要求するものだと認識される 434。
AA は「個人のメリットが社会的に配分された報償と利益に唯一関連する

考慮であるという最も基本的な考え」435 を傷つける。グループのメンバーで
あることから生じる障害に直面しても、懸命に努力する個人は成功すると考
えられ 436、AA による社会的資源の喪失者は不満を抱く 437。個人は社会の基本
的単位であり、各人の能力に応じて社会的資源を得ることが基本であり 438、
人々は「肌の色ではなく各人の才能や価値に基づいて判断される権利を約束
されている」と主張される 439。

AA の反対者は、公正な基準によって各人の資格を測り、メリットに従っ
て最も資格の高い者に社会的資源を分配すべきだと考えるが、その想定は疑
問視される 440。メリットは判断形成者によって価値があるとされた文化的態
度を候補者が共有している程度を測るに過ぎず 441、社会がいかなる資格を要
求し、評価するのかは個人の統制を超える 442。メリット自体が文化の産物で
あり、偏見等によって影響を受けるため 443、評価者はときとして無意識の偏
見を伴い、マイノリティを低く評価する 444。故に、メリットによる評価が客
観的で偏見のない基準によって行われるのは不可能だとされる 445。AA の支
持者は、資格の測定基準が偏見を伴うため、AA の直接の受益者の資格が劣
っているという主張自体が成立しないと考える 446。

７　劣等性を強める要因
AA を支持する見解には、AA の対象者は不利な資質形成環境になければ、

通常の選抜過程で、社会的資源の獲得に要求される水準の評価を既存の基準
で獲得していたとの主張が判例447と学説に見られる448。AAが社会的評価の高
い地位を対象とする場合には、地位の獲得に要求される資格は高くなる 449。
故に、AA の直接の受益者はマイノリティの中でも自己投資が可能な社会経
済的に優位な状況にあると認識する見解が学説 450 と判例で見られる 451。故に、
AA の直接の受益者は不利な資質形成環境にはなく、この主張は、合衆国の
公衆には受け入れられなかった 452。直接の受益者の多くがマイノリティの中
でも比較的優位な資質形成環境にあったことは、AA の対象者がそれがなけ
れば社会的資源を獲得できないとする考えを強めた。

AA は有資格者（既存の評価基準で一定評価を獲得し、地位の役割を果た
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すことができると判断された者）に社会的資源を付与する施策だが（Ⅻ３）、
通常の選抜過程における社会的資源の獲得者と AA による獲得者との間で
の既存の基準における評価の差も、対象者が劣等であるという考えを強める
要因になっている。例えば、スカリア裁判官は、カリフォルニア大学ディー
ヴィス校メディカル・スクールの入学者選抜の合憲性が問題とされた「Bak-
ke 判決を読んだとき、最も印象に残った事実のデータは、Bakke が不合格
とされた年度に、ディーヴィス校メディカル・スクールに通常の入学者選抜
による合格者と特別な入学者選抜による合格者（マイノリティ）との大学で
の成績とテストの平均点での顕著な差」だと述べる 453。また、ミシガン大学
ロー・スクールの入学者選抜の AA の合憲性が問題とされた Grutter 判決で
は、非マイノリティの合格者と AA の対象者の合格者との試験の点数の差
が激しく 454、当該ロー・スクールでは人種は非常に重要な要素として考慮さ
れているとされる 455。AA による社会的資源の喪失者は、自身よりも資格の
劣る者によって締め出されたと感じるときに不満を抱く 456。既存の基準での
評価の差が激しければ 457、その不満は大きくなり、AA の対象者が劣等であ
るとの考えは強まる 458。

AA の対象者は資質形成の不利な環境に置かれ、その環境が改善されれば、
既存の評価基準で高い評価を獲得していたはずであるとも主張される 459。理
論的には、AA の直接の受益者は、差別によって公正な機会が害されていな
ければ、通常の選抜過程で地位を獲得するのに要求される既存の評価基準の
水準に達していた、と主張できる 460。しかし、実際には、大学入学後、AA
の対象者（黒人をはじめとするマイノリティ）は成績下位者の多くを占め、
マジョリティが成績上位者の多くを占めているとも指摘される 461。このこと
も、対象者が潜在能力を有しているという議論が合衆国の公衆には受け入れ
られなかった原因である。

XIII　憲法上の権利としてのアファーマティブ・アクション

１　反従属原理の参照
日本国憲法の平等保護条項は国家による差別を排除・禁止する文脈で理解
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されるが、差別の禁止によっては「社会に事実上存在する差別を除去」でき
ないとの認識から、憲法における平等の観念は、国家による不平等取扱いの
禁止という消極的なものにとどまらず、国家による平等の実現という積極的
な内容をもつものになったと解されている（Ⅴ１）。

合衆国最高裁では AA に肯定的な裁判官でも 462、AA は人種間の緊張関係
を高める危険性があるとの認識から 463、AA は憲法上要求されず 464、許容され
るに過ぎないとの立場を採り 465、AA が憲法上要求されるとの考えは急進的
なものとして否定されている 466。合衆国最高裁では AA が憲法上許容される
かが争点となっており 467、一般的に、学説では AA は憲法上許容されると解
されてきたと分析される 468。日本の学説でも実質的な不平等に国家による是
正がなされるべきと理解されても 469、逆差別への懸念、対象者に劣等性の烙
印を押す危惧などから、ほとんどの学説は憲法はアファーマティブ・アクシ
ョンを許容するにとどまると解する（Ⅲ２）。

合衆国では、マイノリティを「二級市民」として劣等な地位に置くことを
禁止する「反従属原理（anti-subjugation principle）」が展開された 470。この
議論は、マイノリティの「二級市民」への格下げを政府に禁止するだけでな
く、マイノリティの従属状態を解消するために、AA を政府に要請する可能
性を示唆した 471。日本でも、合衆国の反従属原理を参照して、構造的差別の
是正のために、憲法 14 条がアファーマティブ・アクションを憲法上の権利
として含意する見解が示されている 472。

この説の前提には、AA が差別の救済のために実施され、マイノリティに
社会的資源が付与され、マジョリティの社会的資源獲得のハードルが高めら
れるという理解があると考えられる。だが、この理解は合衆国の AA の現
実を捉えきれていない。

２　マジョリティによる多様性の利用
従来、AA は差別の救済を理由に正当化されたが、現在では多様性のもた

らす利益を理由に正当化される 473。マジョリティが過剰代表のマイノリティ
を排除するために、多様性の達成が主張されることもある 474。古くは、既存
の評価基準に基づくと学生構成に占めるユダヤ系の割合が過剰となることか
ら、ハーバード大学 475 とコロンビア大学 476 は、ユダヤ系の合格のハードルを
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高めて学生構成に占めるマジョリティの割合を維持するために、入学者選抜
で多様性を用いた 477。

同じく、試験や成績などの既存の評価基準に基づくと、アジア系の中でも
成功を収めているグループ（日系や中国系など）が過剰代表となることから、
ハーバード大学 478、カリフォルニア大学バークレイ校 479、ブラウン大学 480 など
は、学生構成に占めるマジョリティの割合を維持するために、多様性の達成
を求めることで、アジア系アメリカ人の入学者に上限を設けていたことを認
めた 481。多様性に基づく AA によって、上位の教育機関の入学者選抜の文脈
では、アジア系が社会的資源を獲得するハードルはマジョリティよりも高く
なった 482。

AA はマイノリティに対する支援以外のなにものでもなく 483、マイノリテ
ィの包含に積極的に努め、マジョリティに同じ利益と特権を与えない施策だ
と説明された 484。しかし、上位の教育機関での入学者選抜の場面では、多様
性に基づく AA は、マジョリティ（白人）が有限な社会的資源（上位の教
育機関の入学枠）の獲得を最大化しようとする取組であるとも考えられる 485。
上位の教育機関での多様性に基づく AA はマイノリティに利益を及ぼすと
説明されてきたが 486、マイノリティではなくマジョリティを利する場合があ
り 487、多様性の理論は、AA がマイノリティへの社会的資源の付与のために
実施されるという考えを掘り崩す 488。

３　不利な状況にあるマイノリティの排除
1960 年半ばに、被差別のマイノリティの中でも社会経済的に成功を収め

たグループ（日系や中国系）は「モデルとなるマイノリティ」として言及さ
れた 489。これは、社会経済的に不利な状況にあるマイノリティは成功を収め
たグループに倣うべきであり、AA は不要であるという見解に用いられた 490。
アジア系アメリカ人は多様なグループから構成され 491、「モデルとなるマイノ
リティ」として言及された日系や中国系以外の他のアジア系のグループの多
くは言語的な障壁などから低学歴で、低賃金の仕事に就く者が多く 492、社会
経済的な地位が低い 493。アジア系の中でも社会経済的に不利な状況にあるマ
イノリティは、成功を収めたグループと同じ枠組で捉えられ、AA の対象者
から外されている 494。異なる状況にあるグループの総称化によって、過小代
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表のマイノリティは社会経済的に不利な状況に置かれ続ける 495。
すべてのアジア系アメリカ人が成功を収めているわけではないが 496、社会

経済的地位の低いグループの状況は言及されず 497、成功を収めたグループと
同じアジア系アメリカ人として捉えられている 498。そのため、合衆国では、
社会経済的地位の低いグループも成功を収めたグループ（日系と中国系）と
同じように、AA がなくとも社会的資源を獲得できると考えられた 499。

社会経済的に不利な状況にあるアジア系はマジョリティ（白人）と比べて
も合格に要求される学力のハードルが高くなるため 500、明かに差別的であ
り 501、人種的不平等が無視されていると主張される 502。AA の対象者から外さ
れることで、社会経済的地位の低いアジア系は不利益を受けており 503、成功
を収めたグループ（日系や中国系）の存在によって、アジア系アメリカ人の
すべてのグループが AA がなくとも成功すると考えられたのは不幸であっ
たとされる 504。AA の対象外とされたマイノリティは、AA によって減少し
た枠を求めて競争するため、AA によって侵害を受けており 505、多様性の理
論には、不利な状況にあるグループへの抑圧が隠されているともされる 506。

４　統合と分断の危険
AA 支持派の裁判官は人種による評価が不道徳であり 507、AA がスティグ

マをもたらす危険があるという認識に基づき、AA が永続すべきではないと
考える 508。支持派の裁判官は人種間での平等の進展が AA の必要性をなくし、
AA が終了することが望ましい旨を述べ 509、AA が一時的に許容される手段
として捉え、AA を憲法上の権利としてまでは位置付けなかった 510。また、
AA に肯定的な学説はマイノリティの歴史、現状、差別の継続する影響から
マイノリティの積極的保護が必要だとし、AA を許容するが、その多くは、
AA が人種間に敵意や反目をもたらし、人種的分断を引き起こす危険を認識
し 511、憲法上要請されるとまでは示していない 512。AA に肯定的な見解を採る
多くの者たちがあくまでも AA は憲法上許容されるにすぎないとしてきた
のは、従来のマイノリティ（受益者）とマジョリティ（負担者）の枠組では
捉えることができない、AA の複雑な性質を理解していたからではないかと
思われる。

社会的資源が有限である以上 513、あるグループへの社会的資源の付与は他
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者にそれを喪失させ、あるいはその獲得のハードルを高くする 514。AA の性
質としてそれは否定し難い事実であり 515、不利益を被った者は AA の対象者
に怒りを抱く 516。

AA の合憲性をめぐる議論は合衆国の各人種グループの間に最も不和をも
たらす問題だと認識される 517。AA が合衆国の社会にもたらす影響力は大き
く 518、AA 自体に敵意はないと評価する場合でも 519、人種間の争いを生じさせ
て社会を分断へと導くとされる 520。

AA は、合衆国が無数の個人ではなく競合するグループから構成されてい
ることを合衆国市民に伝え、各グループは AA の果実を求めて争うように
なるとされる 521。故に、どのような積極的効果をもたらすとしても、AA は、
その果実を求めて各グループが人種やエスニックによって自身を組織化しよ
うと人々を駆り立てるおそれがあり、その組織化が政治プロセスを人種とエ
スニックに敏感にさせ、社会の分断と深刻な無秩序を生じさせる危険がある
と指摘される 522。人種区分は人種政策（自身の所属する人種グループに報い
る望み）に陥る危険が指摘される 523。

法が特定の人種グループの利益となるのかどうかの判断は、裁判所に「人
種にしたがった諸個人の定義」を要求し、同じ人種グループのメンバーが同
じ政治的な利益を共有するといった「劣悪な固定観念」への依拠を要求しう
るとされる 524。このことから、AA は人種による分裂の危険を作り出し 525、
AA によって生じた人種間の反目は AA の利益では是正されないとされる 526。

５　マジョリティとマイノリティの緊張関係
AA の 1 つの性質として、AA がなければ獲得できた社会的資源について、

マジョリティの中でも際にある者にその獲得を否定することが挙げられる 527。
AA は人々が望む利益を奪うため 528、負担者（マジョリティ）は受益者（マ
イノリティ）に敵意を抱き 529。AA は両者の関係を悪化させる 530。

合衆国最高裁は、AA によって生じるマジョリティの怒りを懸念する 531。
合衆国最高裁において中間派や否定派の裁判官は、AA による社会的資源の
喪失者がその対象者に敵意と怒りを抱く可能性を認識し 532、中間派の裁判官
は人種区分の使用が人種的分断を助長すると常に強調してきた 533。

AA はマジョリティに負担をかけるため、マジョリティとマイノリティの
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間に不和をもたらし 534、社会を分断し 535、人種間の平和的共存を壊すおそれが
ある 536。AA の対象となる職は低給のものも多く 537、それらの職は貧しい白人
が占めており、その獲得を求めて、マジョリティの貧困層を含めて様々なグ
ループが競合する 538。マジョリティの中でも、AA の負担を背負うのは社会
経済的地位の低いグループであり、それらのグループの不満が増えているこ
とが古くから指摘されてきた 539。

６　マイノリティ同士の緊張関係
（1）マイノリティの人口構成の変化

AA が開始された 1960 年代初頭、マイノリティの人口構成の大部分を構
成したのは黒人であり 540、合衆国は黒人と白人から構成される社会 541 として
認識されていた 542。当時、黒人は一定数の規模を持つ唯一のマイノリティで、
黒人の地位の向上が合衆国の課題であり、AA の対象者を判断する際に、他
のマイノリティの存在をあまり意識する必要がなかった 543。黒人以外のマイ
ノリティの AA の対象者への包含は黒人の枠を減らすが 544、その数は少なく、
黒人が受ける影響は軽微であった 545。

AA による社会的資源の分配をめぐって、マイノリティ同士での争いはそ
れほど顕在化していなかったが、合衆国の人口構成は変化し続けている 546。
合衆国は移民国家であり、移民の流入 547 や各マイノリティの高い出生率によ
って 548、人口に占めるマイノリティの割合が増加した 549。

1960 年代以降、ヒスパニックをはじめとする合衆国への有色人種の移民
の大規模な流入が起こり 550、1990 年代初頭にはマイノリティ人口に占める黒
人の割合は50％程度にまで低下した551。合衆国の人種構成は多様化し552、さら
に、合衆国内では様々な人種グループ内での混血が進み、新しいグループが
生まれている 553。1990 年代には、人種問題はもはや黒人と白人の枠組で考え
ることができない旨が指摘された 554。その後も、黒人がマイノリティに占め
る割合は一貫して下がり続け、マイノリティの人口構成の変化によって AA
によってどのマイノリティに社会的資源を分配するのかという問題が顕在化
した 555。この問題は、マイノリティ同士での暴力を伴う争いを生じさせた 556。
（2）マイノリティ同士の争い

社会経済的に不利な状況にあるグループは多数存在し、その中でどのグル
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ープが AA の対象となるのかの判断は恣意的であり 557、AA は非対象者に怒
りを生じさせるとされる 558。各マイノリティが限られた社会的資源の獲得を
求め、AA の対象者となるための争いが生じた 559。

不利な社会経済状況への政府の回答が不十分である場合には、マイノリテ
ィは限られた資源をめぐって分裂し争う 560。特に不況時には社会的資源の総
数が減るため、その争いは顕著になる 561。マイノリティは AA を通じて限ら
れた資源を得ようとするため、人種区分はむき出しの政治的争いを生じさせ、
マイノリティ同士の反目を生じさせ 562、社会を分裂させると指摘されてき
た 563。

AA によってあるマイノリティに社会的資源を付与する場合には、対象外
のマイノリティが獲得するそれは減ることになる 564。あるマイノリティが他
のマイノリティから社会的資源を奪うために、自らを AA の対象者に含め
るように主張することがあり 565、AA は、各マイノリティが社会的資源を求
めて分裂し争う状態を作り出す 566。合衆国では、移民の増加によってマイノ
リティのグループの数が増えており 567、マイノリティの中でも AA の対象者
から外されているグループが多くある 568。合衆国で、社会経済的に不利な状
況にあるグループは多数存在し 569、その中でどのグループが AA の対象とな
るのかの判断は恣意的で570、AAは非対象者にいかりを生じさせるとされる571。
AA によってあるマイノリティに社会的資源が与えられた結果、他のマイノ
リティがそれを獲得するハードルは高くなる 572。マイノリティの中でも、AA
によって社会的資源を獲得する者がいる一方で、その獲得のハードルが高め
られ 573、AA のコストを負担する者がいる 574。それらのグループの中には AA
が逆差別だと批判する者がおり 575、AA による社会的資源の分配をめぐって
マイノリティの間で緊張関係が生じている 576。人種間の緊張関係の高まりは、
AA の副作用である 577。

７　マイノリティの不満
社会は「持つ者」と「持たない者」とで深く分断され、この分断が混乱と

暴力を生じさせる可能性が高く、分断をなくすには人種的不均衡の是正が必
要であり 578、AA への支持が主張される 579。AA の支持者は、周縁に置かれた
マイノリティが不満や敵意を抱き 580、こうした敵意や不満が人種的分断を生
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み 581、合衆国に混乱と暴力をもたらす危険があると認識し 582、AA によって人
種的不均衡を是正する必要があると考える 583。AA の支持者は、AA による
人種的不均衡の是正によって、人種的な抑圧をなくし 584、カラーブラインド
な社会に近づくと考える 585。

人種によって分断された社会では 586、周縁に置かれたマイノリティは指導
的な地位に自身のグループのメンバーを見ることできず 587、努力に見合った
地位を得られない場合には不満を抱く 588。人種によって分断された社会（マ
イノリティが指導的な地位に占める割合が少ない社会）では 589、統合のため
にロールモデルの提供が必要だという議論がなされている 590。この見解では、
マイノリティがマイノリティに役に立つことをすると考えるのは不合理だが、
マイノリティの成功者がいるという観点からマイノリティが世界を見ること
が重要であり、人種が重視される 591。

AA の支持者は人種的分断の防止と統合された社会の構築を重視し、その
ためには、AA によって人種的不均衡を改善する必要があると考える 592。AA
の支持者によれば、AA は人種的不均衡の縮減を意図し 593、それが是正され
るまでは許される 594。支持派の裁判官は、人種的不均衡がある限りは AA が
必要だと示した 595。この見解では、人種的不均衡がなくなり、人種的分断の
危険がなくなるまで AA は続けられる 596。

AA を批判する見解からは、AA による人種的分断が強調されるが 597、周
縁に置かれたマイノリティが不満を抱く状態が解消されなければ、社会的資
源の獲得の競争で人種が重要でない社会（カラーブラインドな社会）を達成
できないとされる 598。合衆国最高裁では「隔たれることのない 1 つの国家と
いう理想」の実現が重視され 599、人種が重要でなくなった分断されていない
国家の構築が合衆国の目標だと認識されている 600。人種間での争いを鎮める
には、人種的不均衡が存在する状況にあって AA が禁止されることには問
題があると考えている 601。

XIV　おわりに

日本の学説の多くは、構造的差別を是正し機会の平等を実質的に保障する
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ために、アファーマティブ・アクションの必要性を認識していた（Ⅲ１）。
日本の学説の多くは、平等保護条項に社会権の意義を組入れ、国家が社会経
済的不平等を是正すべきとして、平等保護条項が国家による平等の実現とい
う積極的内容を持つようになったと解釈した（Ⅴ１）。だが、アファーマテ
ィブ・アクションには大きな副作用が伴い、その合憲性の検討は慎重にすべ
きとの見解が日本の学説では大勢を占めた（Ⅲ２）。日本の学説の多くは、
アファーマティブ・アクションは憲法上禁止されないが、それを要求する憲
法上の権利としては確立せず、許容されるにとどまると解した。

合衆国では AA が禁止されるか否かが問題とされたが（Ⅸ）、日本ではア
ファーマティブ・アクションが憲法上禁止されるとは解されず、どのような
場合に許容されるのかが争点であった。合衆国では厳しい人種差別や複雑な
人種関係の存在から、カラーブラインドが理想とされ、人種区分の使用禁止
が差別の撤廃に有用だと考えられた時代があった（Ⅸ１）。AA の否定派は
これを逆手にとって、AA は差別の是正に有害であり、憲法上禁止されると
主張した（Ⅸ２）。日本には合衆国ほど顕著な人種問題は存在せず（Ⅲ）、合
衆国ほどに、（人種などの）列挙事由やそれに類する事由に基づく区分の使
用が絶対的に禁止されることで、差別の解消が前進した歴史はない（Ⅷ２）。
また、合衆国憲法とは異なり、日本国憲法には社会的弱者の保護が社会権に
銘記されているため、アファーマティブ・アクションが憲法上禁止されると
は解されなかった（Ⅴ）。

アファーマティブ・アクションの合憲性の検討への慎重な態度は、司法審
査基準をめぐる議論に現れている。日本の多くの学説では、列挙事由やそれ
に類する事由による区別に本来適用される基準と比べて、中間審査を下回ら
ない程度で、緩やかな基準を適用すると主張する（Ⅲ）。合衆国では、適用
する基準によって AA の合憲性判断が大きく左右されるという状況がある

（Ⅹ１）。否定派の裁判官は AA が憲法上禁止されると主張するために厳格
審査の適用を主張し（Ⅹ２（1））、支持派の裁判官は AA が許容される範囲
を広く捉えるために、中間審査の適用を主張した（Ⅹ２（2））。日本の学説が
アファーマティブ・アクションの司法審査基準を論じた背景には、合衆国の
こうした議論状況がある。

日本の学説は、アファーマティブ・アクションの合憲性の是認に慎重な理



アファーマティブ・アクションの憲法上の評価（2・完）（茂木 洋平）

111

由として、合衆国の議論を参照し、アファーマティブ・アクションが偏見・
固定観念（Ⅵ）、逆差別（Ⅶ）、スティグマを生じさせる危険を挙げた（Ⅷ）。
アファーマティブ・アクションが社会的評価の高くない地位を対象とする場
合には、対象者の社会経済的地位を低い地位にとどめ、差別的に機能するお
それがあるため、アファーマティブ・アクションの合憲性を慎重に判断する
必要がある（Ⅳ）。合衆国では、逆差別の問題が AA の合憲性の是非をめぐ
る主要な論点であった（Ⅺ１）。逆差別の主張は AA と差別的な施策を同一
視するが（Ⅺ２）、AA を支持する立場からは、AA は人種ではなく個人と
して評価される社会の実現と（Ⅺ３）、人種主義の影響の克服に必要だと主
張される（Ⅺ 4，5）。日本でも、アファーマティブ・アクションは差別の連
環を断ち切るために必要な施策であり、差別的な施策と同一視すべきではな
いとされる（Ⅶ２）。だが、差別的な施策は対象者に社会的資源の獲得のハ
ードルを高め、他方、アファーマティブ・アクションは対象外の者に社会的
資源の獲得のハードルを高めており、この点が共通する（Ⅶ１）。アファー
マティブ・アクションは対象外の者に自己実現の機会を妨げる可能性があり

（Ⅶ３）、それ故、日本の学説の多くはアファーマティブ・アクションを時間
的に制約することで、逆差別の批判を回避しようとした（Ⅶ２）。自己実現
の機会を妨げる危険があり、アファーマティブ・アクションの合憲性を判断
する際には、慎重になる必要がある。合衆国において、スティグマの問題は
AA への主たる批判の 1 つであった（Ⅻ１）。日本の学説でも、これを参考
にして、アファーマティブ・アクションがスティグマを生じさせる危険が認
識された（Ⅶ１）。だが、合衆国でスティグマが特に問題とされた人種間の
激しい緊張関係にある（Ⅶ２）。AA による不満の高まりは国家の分断を助
長し、統合を妨げる（XIII ４～７）。日本には、合衆国ほどの人種問題はなく、
スティグマの発生によって国家が分断される危険はない（Ⅶ２）。ただし、
アファーマティブ・アクションによって対象者が劣等視される場合には、対
象者の自己実現の機会が阻まれる（Ⅶ１）。合衆国で対象者への劣等視が生
じた主たる原因は、対象者と対象外の者との既存の評価基準での評価の差が
大きいところにあった（Ⅻ７）。しかし、日本では、対象者と対象外の者と
の間でこのような評価の差は生じておらず、日本で問題となるのは社会的資
源の獲得の競争において対象者が充足しづらい基準を除去するところにあり、
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対象者への劣等視が生じる可能性は低い（Ⅶ２）。
日本では、アファーマティブ・アクションにより対象者が劣等視される危

険は低いが、その合憲性を検討する際には、アファーマティブ・アクション
が対象者の社会経済的地位を低く抑える可能性と、他者の自己実現の機会を
妨げる懸念を考慮する必要がある。

近年、合衆国の反従属原理を参照し、国家にアファーマティブ・アクショ
ンを要求する憲法上の権利があると日本国憲法の平等保護条項を解釈する見
解がある（XIII １）。この見解は、AA が構造的差別是正のための施策であり、
マイノリティに社会的資源を与え、マジョリティに社会的資源獲得のハード
ルを高めると理解する（XIII １）。だが、合衆国の AA の現実を見ると、と
きに AA はマジョリティの利益の最大化に使用され（XIII ２）、社会経済的
に成功を収めているマイノリティだけでなく、社会経済的地位の低いマイノ
リティにも不利益を及ぼす（XIII ３）。AA によって社会経済的地位の低いマ
イノリティはさらに過小代表となり、AA が構造的差別の是正を目指してい
るとは言い難い。それでもなお、合衆国で AA が正当化されたのは、人種
間の緊張関係を抑え、統合を促進する効果があるからである（XIII ４～７）。
AA を分断を防ぎ、統合を促進する施策だと捉えると、マジョリティの不満
を抑えるために、AA がマジョリティの利益を最大化するために使用される
ことも正当化される。また、AA による社会経済的地位の低いマイノリティ
の排除が分断を助長しなければ、それも正当化される。故に、合衆国の議論
を参考にして、アファーマティブ・アクションを憲法上の権利として確立し
ようとする議論は、その前提が誤っている。当然ながら、合衆国の議論を参
照せずに、日本独自の解釈を展開し、国家へのアファーマティブ・アクショ
ンの要求を憲法上の権利として解釈できる可能性はあるが、アファーマティ
ブ・アクションが対象外の者の自己実現を妨げる可能性があることを考える
と、従来の学説通り、アファーマティブ・アクションが憲法上許容されるか
否かが問題になると考える。
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